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財政規模が類似する団体と比較しても遜色のない状況であることを踏まえて「据置き」を

求める意見があったものの、令和６年度の東京都人事委員会勧告は、賃金上昇という大き

なトレンドを形成しているものと捉えるべきであり、市の財政規模や特別職としての職

責、優秀な人材を継続的に確保するための環境を整える必要があるなどの意見があった。 

報酬等の改定の方向性については意見が割れたが、最終的には意見の多かった「引上げ」

が妥当とする結論に至った。 

  また、報酬等の改定額については、市の行政職給料表（一）５級の平均改定額や東京都

の指定職給料表における各号級の平均改定額において、令和４年度から令和６年度まで

の３年間分を加えるなどの案が出されたが、東京都知事等の特別職における直近の改定

率を考慮して、本市の特別職の改定額を定めることが妥当であるという意見が多く、これ

を結論とした。具体的な改定額は、下記のとおりであり、令和７年４月１日から改定され

たい。 

なお、具体的な委員意見については、＜参考＞に記した「審議の内容」を確認されたい。

また、報酬等の改定を決定する際、次の意見が付されたため、これを留意すること。 

       

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 付帯意見 

・ 特別職の報酬等の額については、報酬・給与額・期末手当を含めた年収総額での視点も

重要である。今般の報酬等については、現経済情勢下において、特に物価高騰に伴う市

民生活への圧迫がかなり強く影響している状況にあることを踏まえ、引上げ幅の圧縮、

実施時期の繰り延べ等、市民感情に強く配慮する必要がある。 

・ 最近の社会情勢を鑑み、政務活動費の運用については引き続き厳格に努めてもらいたい。 

  

  

報酬等（円） 

現行額 改定額 

議 長 662,000 663,000 

副 議 長 599,000 600,000 

議 員 555,000 556,000 

市 長 1,041,000 1,043,000 

副 市 長 901,000 903,000 

教 育 長 799,000 801,000 
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＜参 考＞ 

〇 審議の内容 

令和６年４月１日時点において、多摩 26市では令和３年度から令和５年度までに審議

会を設置し、報酬等の改定に係る諮問に対して「引上げ」と答申した市が３市、「引下げ」

と答申した市が１市である。立川市を含めたその他の市は、「据置き」と答申、または審

議会の設置をしていない。 

 

（１）報酬等改定の方向性 

報酬等改定の方向性について、審議会で出された主な意見は、以下のとおりである。 

（ア）引上げとする意見 

・ 物価水準の上昇により市民生活などにおいては様々な影響があるが、特別職が

特別職としての力を十分に発揮するためには、多少の引き上げが必要である。 

・ 令和６年度の東京都人事委員会勧告は、特別職の報酬等の改定を考えるための

大きな要素となっている。本勧告においても職務給の差が触れられているが、

市の財政規模や特別職としての職責を考えたときに、今の報酬等の水準がこれ

で良いのかどうか、民間企業を代表する立場としての視点で見れば、引上げを

したほうが良い。 

・ 今回の東京都の人事委員会勧告は 2.59％の引上げとなっており、過去何十年に

わたってもないほどの大きな改定規模である。本審議会が３年に１回の開催と

いう慣例から考えると、過去３年分を加味した上で、どの程度まで年収が変動

するかを試算するべきであるが、改定の方向性は引上げが妥当であると考える。 

・ 本市の給料は東京都に準拠することが慣例となっているため、特別職の報酬等

の引上げもやむを得ないものと考える。ただし、物価高騰は想像以上であり、

特に食品や日常の生活必需品の高騰は顕著であって、市民の生活を直撃してい

るという社会状況にあることについては、十分に配慮すべきである。 

（イ）据置きとする意見 

・ 財政規模や人口、世帯数などの視点で考えれば三鷹市と比較することが妥当で

ある。本年５月の答申を踏まえて期末手当の支給月数が引き上げられることを

前提とした場合、すでに年収総額では引き上げとなっており、低い水準にある

とは言えない。 

・ 特別職であっても、一般職と同様に公僕と考えるべきである。何よりも生活は

苦しくなっているという状況下では、市民感情からして引き上げるとなった場

合に理解を得られない。他市がこの数年据置きなのは、市民感情や公僕として

の意識を反映したものと考える。 

・ 物価水準の上昇などによる生活費の増加や民間賃金の動向、特別職の職務の高

度化・複雑化の状況も勘案して考えていく必要があるが、市の特別職報酬等に

ついては、①立川市においては、多くの市民の人々の賃金がいまだ十分な上昇

をみていないこと、②他の自治体の特別職の報酬水準と比較しても、現在の立

川市における特別職の報酬等は、遜色のないものであること、③今般の東京都
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人事委員会の勧告は、「初任層に重点を置きつつ、人材確保の観点から初任給を

大幅に引き上げること」もポイントとしているが、これは立川市における特別

職に対して該当する理念ではないこと。また、公民較差の解消もポイントとし

ているが、これについては、上記①及び②の理由により、立川市における特別

職の報酬等に直ちに適用することは、妥当ではないことから、据置きが適切と

考える。 

・ 議員については、より市民感覚が大切だと思う観点から報酬引き上げには賛成

できない。 

 

（２）改定額 

   報酬等の改定額について、審議会で出された主な意見は、以下のとおりである。なお、

具体的な改定額の案については、別表：改定額案を参照。 

 （ア）立川市の部長職（行政職給料表（一）５級）における各号級の平均改定額において、

令和４年度から令和６年度※までの３年間分を加える 

    ※令和６年度の都の人事委員会勧告を加味した改定後の給料表を指す。以下同様。 

・ ①前回の改定から３年が経過しており、その間の３年間のデータで判断するべ

きであること、②部下となる一般職の給料が上昇していること、③民間の賃金、

消費者物価は上昇局面にあること、④近隣他市の類似団体と比較して大きな乖

離はないこと、⑤市財政状況はおおむね順調で悪くはないこと、以上の５つの

理由から判断して、最も特別職に近い存在である部長級の改定額を参考にすべ

きと考える。東京都の人事委員会が行った調査により算出されたデータを基に

給料表は改訂されており、客観的であるということも重視している。 

 （イ）東京都の指定職給料表における各号級の平均改定額において、令和４年度から令和

６年度までの３年間分を加える 

・ 本来は都の特別職の改定率が一つの指針かと思うが、これまで据え置きとなっ

てきたため、都の指定職を一つの基準と考える方が納得感を得やすいと思われ

る。民間にも負けない優秀な人材を確保するためにも相当の報酬アップを考え

るべきである。 

 （ウ）東京都知事等の特別職の直近の改定率にあわせる 

・ 据置くべきとの意見がある中では、報酬等の引上げはわずかで良いと考えてい

る。東京都の特別職の改定幅を参考として引き上げたとしても、年収総額でみ

ればかなり増額になると思われるので十分な額と考える。 

・ 本年度の東京都人事委員会勧告を踏まえつつ、これまでの各委員の多様な意見

を総合的に勘案すると、都の特別職の直近の改定率を参考とすることが望まし

い。 
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別表：改定額案 

改定額案 

（ア） 立川市の部長職（行政職給料表（一）５級）における各号級の平均改定

額において、令和４年度から令和６年度までの３年間分を加える 

令和４年度から令和６年度までの３年間において、各号級における給料

額は平均すると９千円増額しており、これを市長や議員等の各報酬等の

額に加える。 

（イ） 東京都の指定職給料表における各号級の平均改定額において、令和４年

度から令和６年度までの３年間分を加える 

令和４年度から令和６年度までの３年間において、各号級における給料

額は平均すると約 12 千円増額しており、これを市長や議員等の各報酬等

の額に加える。 

（ウ） 東京都知事等の特別職の直近の改定率にあわせる 

東京都における議長や副議長、議員、知事、副知事、教育長については、

令和５年度まで据え置きとなっていたが、令和６年４月１日に約 0.27％

の引き上げ改定をしており、この改定率を参考として市の特別職の報酬

等の額に乗じて得た額とする。 
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○ 審議会委員名簿 

役職 氏名 区分 団体名 

会 長 松井 望 学識経験者 東京都立大学 

職 務 代 理 萬田 和正 自治会関係 立川市自治会連合会 

 片岡 滋 医療関係 立川市三師会 

 金子 波留之 農業関係 立川農業振興会議 

 川口 哲生 商工関係 立川商工会議所 

 西村 徳雄 公募市民  

 宮本 直樹 公募市民  

 山田 廣幸 公募市民  

 横幕 玲子 消費者関係 立川市消費者団体連絡会 

（会長、職務代理以外の委員は五十音順） 

 

 

○ 審議の経過 

回 開 催 日 主 な 内 容 

１ 令和６年１０月 ９日 

・諮問 

・資料説明 

・諮問内容に関する検討（フリートーキング） 

２ １０月２４日 
・資料説明 

・諮問内容に関する検討（フリートーキング） 

３ １１月２０日 
・改定額について 

・答申案について 
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○ 参考資料 

諮問事項の審議にあたり、以下に掲げる資料を参照しながら検討を進めた。 

１）特別職の報酬等についての自治省の見解と指導の状況 

２）消費者物価上昇率の状況 

３）市長等給料及び議員報酬の改定状況 

４）本市の一般職職員の給与改定状況 

５）東京都 26市及び類似団体の市長等給料、議員報酬の状況 

６）本市の財政状況（令和５年度決算関係資料等） 

７）東京都 26市及び類似団体の財政状況 

８）東京都 26市及び類似団体の議会費の一般会計予算総額に占める割合 

９）令和６年東京都人事委員会勧告等の概要 

10）中小企業の賃金・退職金事情（令和５年版）【東京都産業労働局】※一部抜粋 


